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1. はじめに 
教員の多忙化に伴い過労死や精神病の原因となる長時間労働

の問題となっている[1]．このような状況の改善案として業務の

ICT 化が有効であると言われている[2]．しかしながら，基本的

業務を ICT 化することを良いと思っていない教員が多い[3]．一

方で，基本的業務の中でも教員の能力を必要としない業務であ

れば懸念を示さない教員も多い．本稿では，教員の能力を必要

とする業務に集中するために，ICT 化による業務時間の短縮シス

テムを開発する． 

2. 外部仕様 
本アプリケーションは生徒の宿題提出から返却まで教員が行

う業務を ICT 化する．システムにおいてはログイン ID により教

員用と生徒用に分かれ遷移する．教員用では科目追加機能，宿

題確認機能，宿題出題機能，予定確認機能があり各画面にはボ

タンを押すことで遷移し機能を使用することができる．生徒用

では，宿題確認機能，宿題提出機能，提出確認機能がある．本

研究の主目的は教員の業務改善であるため教員用画面遷移図の

みを図 2.1に示す. 

 
図 2.1 教員用画面遷移図 

本アプリケーションの主となる機能である科目追加機能，宿

題確認機能，宿題出題機能の三つを示す．工業の科目種類は 59

科目と普通科高校に比べ多いが，多くの科目に対応したアプリ

ケーションは少ないため多くの科目に対応したアプリケーショ

ンが必要となる．図 2.2に示すように，科目追加画面は科目名，

科目，授業クラスを入力し決定ボタンを押すことにより新しく

科目を追加する．  

 
図 2.2 科目追加画面 

宿題提出から返却までの流れにおいて，生徒から宿題を受け

取った直後の付随する業務として宿題確認がある．この機能で

は手作業で確認していた作業の ICT化を行う．図 2.3に示すよう

に，宿題確認画面では生徒から提出した宿題の確認が可能であ

る． 

 
図 2.3 宿題確認画面 

宿題提出から返却までの流れにおいて，生徒に対象科目の宿

題を出題する宿題出題がある．この機能では，手作業で配布し

ていた作業の ICT化を行う．図 2.4に示すように，宿題出題画面

では，宿題名，提出期間，宿題提出を入力し決定ボタンを押す

ことで対象生徒に宿題提出が可能である． 

 
図 2.4 宿題出題画面 

3. 実験結果 
開発したシステムの有効性を確認するために，40 人に対する

宿題提出と宿題確認作業の時間変化をシステム使用前とシステ

ム使用後での時間の変化を確認する．被験者には一般大学生 7名，

教職課程履修者 6 名，教員経験者 2 名の計 15 名に協力していた

だいた．表 3.1に実験結果を示す．宿題出題の時間は大幅に削減

されることがわかった．一方で宿題確認に時間がかかる問題が

存在することが判明した．結果として開発したシステムの有効

性や問題点が明らかになった. 

表 3.1 実験結果（分） 
 システム使用前 システム使用後 

宿題出題 4.9 0.8 

宿題確認 6.6 15.7 

4. まとめ 
今回の研究より，出題確認機能では，従来おこなっていた授

業前や後に宿題を配る際に大幅に業務時間が減った．しかしな

がら，宿題確認では従来よりも時間がかかってしまった．被験

者に対するアンケートより，宿題確認機能を単体の機能として

使うのではなく別の機能を組み合わせることでより使いやすく

なるのではという指摘をうけた．このことから，業務の中でも

単体で ICT化するのでは意味がなく複数の機能と組み合わせるこ

とで業務の時間短縮が可能であると考えられる． 
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